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１ 食品ロス削減に関する進捗状況



納品期限緩和を実施している小売事業者数の推移

▍ 納品期限緩和の推移については、食品スーパーマーケットが2019年から2024年にかけて最も顕著な増加を示し、
2024年10月には221件と突出している。これに対し、総合スーパーは全期間を通じて横ばいで推移しており、
14件となっている。生協は安定的に増加し、2024年には50件となった。ドラッグストア・薬局およびホームセ
ンターは緩やかな増加傾向を示しており、それぞれ7件および3件となっている。その他のチャネルでは、コン
ビニが７件で安定的に推移していることが分かる。
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出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



賞味期限表示の大括り化を実施している食品メーカー数の推移

▍ 賞味期限表示の大括り化を実施している食品メーカー数の推移については、2020年10月には156社であったが、
以降年々増加し、2024年10月には350社に達している。この推移は、賞味期限表示の簡素化に取り組む食品
メーカーが増加傾向にあることを示しており、業界全体での対応が拡大していることを物語っている。特に
2023年から2024年にかけての増加幅も顕著であり、取り組みが一層進展している状況である。
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出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



賞味期限の延長を実施している食品メーカー数の推移

▍ 賞味期限の延⾧を実施している食品メーカー数の推移については、2022年10月時点では182社であったが、
2023年10月には269社、2024年10月には359社へと着実に増加している。この動向は、賞味期限延⾧への取り組
みが食品業界全体で広がりを見せていることを示しており、食品ロス削減や販売機会の拡大への関心の高まり
が背景にあると考えられる。

6出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査
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安全係数を0.8以上で設定する食品メーカー数の推移

▍ 安全係数を0.8以上で設定する食品メーカー数の推移については、2022年10月時点では174社であったが、2023
年10月には385社、2024年10月には469社に増加している。この増加は、食品業界における国の推奨値を採用す
る動きと食品ロス削減の両立を目指した取り組みが進展していることを表している。
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出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



フードバンクへの食品寄贈を行っている食品メーカー及び小売事業者数の推移

▍ フードバンクへの食品寄贈を行っている食品メーカーおよび小売事業者（常温加工食品）の数の推移について
は、食品メーカーは2022年10月時点で152社であったが、2023年10月には240社、2024年10月には316社に増加
している。一方、小売事業者では2022年10月の91社から、2023年10月には127社、2024年10月には166社へと
拡大している。この傾向は、フードバンクへの食品寄贈に対する意識の高まりと、それが機能するための連携
が業界全体で進展していることを示している。

8出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査
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２ 加工食品の食品ロス削減に関する取
り組み（小売業）



アンケート調査概要

▍ 調査の目的
– 食品小売業を対象に、納品期限緩和の進捗を把握し、取組企業を公表することにより、ワーキング
チームの今後の検討に生かすためにアンケート調査を実施した。

▍ 調査時期
– 令和６年8月27日～9月30日

▍ 配布・回収数
– 配布数:988社（郵送）
– 回収数:163社

▍ 調査内容
– 納品期限の設定状況・全店舗/一部店舗で実施
– 納品期限を「賞味期限の最初の３分の１、もしくはその手前」に設定している理由
– 納品期限緩和の実施状況・拡大予定
– 専用物流センターへの納品期限の設定状況
– 納品期限を緩和している理由・実施しない理由
– 納品期限緩和の影響
– 販売期限の設定状況、延⾧予定
– フードバンク・子ども食堂などへの食品の寄付状況
– フードバンクなどへの寄贈にかかる税制優遇の活用状況
– フードバンクなどへの寄贈のメリット・デメリット
– プライベートブランドのフードバンクへの寄贈を認めているかどうか、その理由
– 自社の食品ロス削減に有効だと考える取り組み
– SDGsに対する取り組み状況
– 取引先への納品条件の見直しによる効率化の取り組み
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納品期限の設定状況
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▍ 清涼飲料やスープなど多くの商品カテゴリにおいて、「2分の1」や「2分の1と賞味期限日の間」に設定される
割合が比較的高い傾向にある。

▍ 「納入事業者と納品期限を取り決めていない」と回答した割合も一定数見られ、とりわけ「その他」カテゴリ
において顕著である。

▍ 特定のカテゴリ（例:缶詰、冷凍食品）では、「3分の1より手前」に設定されている割合が他のカテゴリに比
べてやや高い。
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【Q1】下記品目の店舗への納品期限の設定状況についてご回答ください。

３分の１より手前 ３分の１ ３分の１と２分の１の間

２分の１ ２分の１と賞味期限日の間 納入事業者と納品期限を取り決めていない

この品目は取り扱っていない その他

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



納品期限を緩和的に運用している理由
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▍ 最も多い回答は「食品ロスへの関心が高まる中、社会的な責任を果たすことが必要と判断したため」であり、
66.2%がこれを選択している。次に多いのは「国が加工食品の納品期限緩和を推奨しているため」で、36.8%と
なっている。

▍ また、「かなり以前から納品期限を緩和的に運用していたため」という回答も25.0%と高く、⾧期的に緩和運用
を続けている企業が一定数存在していることが分かる。一方で、「販売期限を延⾧して、店舗での販売期間を
確保したため」や「テスト期間を設けて実証したところ、問題がないことが確認できたため」といった実務的
な理由は比較的少数派で、それぞれ8.8%と7.4%である。

▍ 全体的に、社会的責任や国の方針に基づく理由が重視されていることが読み取れる。
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自社の経営トップが納品期限を緩和的に運用することを意思決定したため
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販売期限を延長して、店舗での販売期間を確保したため

テスト期間を設けて実証したところ、問題がないことが確認できたため

その他

上記の選択肢に該当するものがなく、その他として回答する内容が思い当たらない

【Q10】貴社が納品期限を緩和的に運用している理由は何ですか。あてはまるものをすべてお選びください。(N=68)

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



納品期限緩和の実施／拡大の意向
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▍ 今後、加工食品の納品期限緩和の実施や拡大については、「実施する／拡大する」と回答した企業が9.3%、
「どちらかといえば実施する／拡大する」と回答した企業が20.5%であった。一方、「どちらともいえない」と
いう回答が36.6%を占め、態度を明確にしない企業が最も多い結果となった。
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【Q16】今後、貴社では加工食品の納品期限緩和を実施／拡大しますか。最もあては

まるものを１つお選びください。(N=161)
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出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



自社の食品ロス削減に有効だと考える取り組み
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▍ 自社の加工食品の食品ロス削減に有効だと考える取り組みについて尋ねた結果、「賞味/消費期限の延⾧」が
58.1%と最も高い割合を示した。次いで、「見切り品コーナーの設置」と「消費者に対し商品のてまえどりを
促す啓発」がいずれも42.9%で並び、「訳ありセールの実施」も39.9%と多く挙げられた。「自動発注システ
ムの導入」や「農家等で発生する規格外品の活用」も約40%近くの回答があり、効率化や資源活用への関心が
示された。
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値下げ・見切り品の購入を促すための工夫を凝らした独自資材の展開

季節商品の原則予約販売化

フードドライブを店舗で実施することによる従業員の食品ロス削減意識の啓発

消費者の食品ロス削減意識を促す独自啓発物の展開

その他

上記の選択肢に該当するものがなく、その他として回答する内容が思い当たらない

【Q37】自社の加工食品の食品ロス削減に有効だと考える取り組みとして、あてはまるものをすべて

お答えください。(N=163)

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



フードバンク・子ども食堂などへの食品の寄付の状況
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▍ フードバンク・子ども食堂などへの食品寄付の状況について、2023年と2024年を比較した結果、「食品を提供
していない」と回答した割合が2023年の58.0%から2024年の51.5%に減少した。一方で、「フードドライブなど
によって消費者から自社に集められた余剰食品を提供している」は20.5%から25.2%に増加し、他の項目につい
ても全体的にわずかな変化が見られた。特に「仕入先から集めた余剰食品を提供している」は5.0%から7.4%に
増加しており、食品提供への取り組みが拡大していることが示唆される。。
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その他の方法・内容で食品を提供している

食品を提供していない

貴社の加工食品のフードバンク・子ども食堂などへの食品の寄付の状況としてあ

てはまるものをお答えください。

2023 2024出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



フードバンクへ寄贈した食品費用の損金算入について
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▍ フードバンク等への寄付における税制の特例措置の活用状況について、2023年と2024
年の比較を行った結果、「活用している」と回答した割合が2023年の3.6%から2024年
には9.6%に増加した。一方で、「活用していない」と回答した割合は54.8%から55.3%
とほぼ横ばいで推移している。「わからない」と回答した割合は2023年の41.7%から
2024年には35.1%に減少しており、特例措置についての認知が進んでいる可能性が示
唆される。
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出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査
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３ 加工食品の食品ロス削減に関する取
り組み（食品メーカー）



アンケート調査概要

▍ 調査の目的
– 食品製造業を対象に、賞味期限の延⾧、及び賞味期限表示の大括り化の取組状況を把握
し、取組企業を公表することにより、ワーキングチームの今後の検討に生かすためにア
ンケート調査を実施した。

▍ 調査時期
– 令和6年8月27日～9月30日

▍ 配布・回収数
– 配布数:1,656社（郵送＋メール）この内、一般社団法人全国清涼飲料連合会49社、全
日本菓子協会約400社、一般社団法人日本冷凍食品協会330社、風味調味料協議会14社、
公益社団法人日本缶詰びん詰レトルト食品協会248社から発出。

– 回収数:315社
▍ 調査内容

– 農林水産省の推奨について
– 賞味期限延⾧について
– 賞味期限表示大括り化について
– フードバンクとの連携について
– その他の食品ロス削減の取り組みについて
– SDGsに対する取り組みについて
– 過去３年間に物流改善を実施した取組
– 効果検証、事例の周知への協力意向
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2023年6月末時点で、「賞味期限の延⾧」あるいは「賞味期限表示の大括り化」を実施した企業は半数
を超える(n=315)

19

延⾧実施

大括り化

どちらか実施済
54.9%

40.3%

(173社)

(127社)

(206社)

賞味期限延長・表示大括り化の実施状況

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



賞味期限延長による食品ロス削減や流通効率化効果の認識

20

▍ 「自社の未出荷廃棄が減少した」と回答した企業が最も多く、61.0％に上る。賞味期限延⾧によって自社内で
のロス削減効果が認識されている。次いで、「小売店での食品ロスの抑制につながることから売上が増えた」
とする企業が20.3％であり、流通先でのロス削減による経済的効果も一定程度期待されている。「家庭での食
品ロスの抑制につながることから売上が増えた」と認識している企業は5.1％にとどまる。

▍ 一方で、「回答する内容が思い当たらない」と回答した企業も16.8％あり、効果を十分に認識していない企業
も少なくない。

▍ 今後は、具体的な効果の見える化や成功事例の共有が、さらに効果を高めるための鍵となるだろう。

61.0

20.3

5.1

19.4

16.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

自社の未出荷廃棄が減少した

小売店での食品ロスの抑制につながることから売上が増えた

家庭での食品ロスの抑制につながることから売上が増えた

その他

回答する内容が思い当たらない

回答率％

【Q6】次の項目から、賞味期限延⾧による食品ロス削減や流通効率化効果として認識しているも

のについて、あてはまるものをすべてお選びください。(N=315)

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



賞味期限表示の大括り化による食品ロス削減や流通効率化効果の認識

21

▍ 賞味期限表示の大括り化により「納品期限切れを理由とする返品の削減」が48.3％と最も多く認識されている
効果である。次に「柔軟な在庫移動が可能になったことによる未出荷廃棄の削減」が46.7％、また「物流部門
の管理業務（棚卸管理・在庫管理等）の負担軽減」が41.9％と、流通や管理業務の効率化にも効果が期待され
ている。「庫内作業の効率化」（35.6％）や「先入れ先出しや検品作業などにおける取引先の好意的な反応」
（28.9％）も挙げられており、現場での作業効率向上にも寄与している。

▍ 一方、「検品の効率化による納品時間の削減」（14.6％）や「在庫調整しやすくなったことによる災害への対
応力向上」（7.9％）の認識は比較的低い。

▍ これらの結果から、賞味期限表示の大括り化はロス削減のみならず、物流や在庫管理の効率化にも大きな影響
を与えていることがわかる。

48.3

46.7

41.9

35.6

28.9

27.0

18.7

14.6

7.9

8.9

6.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

納品期限切れを理由とする返品の削減

柔軟な在庫移動が可能になったことによる未出荷廃棄の削減

物流部門の管理業務（需給管理・在庫管理等）の負担軽減

庫内作業の効率化

先入れ先出しや検品作業の軽減などによる取引先の好意的な反応

保管スペースの効率化

在庫の偏在を防ぐための拠点間移送の削減

検品の効率化による納品時間の削減

在庫調整しやすくなったことによる災害への対応力向上

その他

回答する内容が思い当たらない

回答率％

【Q9】次の項目から、賞味期限表示の大括り化による食品ロス削減や流通効率化効果として認識

しているものについて、あてはまるものをすべてお選びください。(N=315)

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



食品ロス削減の取り組みについて

22

▍ 最も効果的と認識されている取り組みは「事業者間の商慣習の見直し（納品期限の緩和など）」で、56.8％の
企業がこれを挙げている。

▍ 次いで「取引先からの返品削減」が55.2％で、流通段階でのロス削減に重点が置かれていることがわかる。
▍ 「食品の端材や型崩れ品等の有効活用」も47.0％と高い支持を得ており、廃棄せずに再利用できる手段が求め

られている。
▍ 一方で、「農家等で発生する規格外品の活用」（21.9％）や「食品ロスに関する消費者啓発（イベント、セミ

ナー開催、食育活動など）」（21.3％）も一定の支持を得ている。
▍ 「フードシェアリングサービスの活用」や「食品ロス削減の取り組みに関する事例の公表」については支持率

が低く、認知や利用が進んでいない可能性がある。
▍ 今後、流通段階だけでなく、消費者や生産者との連携による包括的な取り組みが求められる。

56.8

55.2

47.0

21.9

21.3

20.6

15.2

7.0

7.9

5.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

事業者間の商慣習の見直しに関する取り組み（納品期限の緩和など）

取引先からの返品削減

食品の端材や型崩れ品等の有効活用

農家等で発生する規格外品の活用（商品開発など）

食品ロスに関する消費者啓発（イベント、セミナー開催、食育活動など）

消費者に対し規格外品やアウトレット品の購入を促す啓発

食品ロス削減の取り組みに関する事例の公表（農林水産省が作成する取り組み事例…

フードシェアリングサービスの活用

上記以外（具体的内容を記入）

回答する内容が思い当たらない

回答率％

【Q22】自社の食品ロス削減に有効だと考える取り組みとして、あてはまるものをすべて選びお答

えください。(N=315)

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



フードバンクとの連携について

23

▍ 2023年から2024年にかけて、「自社の事業活動で発生する余剰食品を非定期的に提供している」割合がわずかに
減少しており、引き続き最も多くの企業がこの形式で寄付を行っています。

▍ 定期的に提供している企業もやや減少傾向にありますが、依然として安定した供給を行う企業が一定数存在して
います。

▍ 一方、「賞味期限が近づいた備蓄食品を提供している」割合がやや増加しており、備蓄食品の活用が一部の企業
で広がりを見せています。

▍ 「食品を提供していない」企業の割合はほぼ横ばいで、依然として一定数存在していることが示されています。

38.1

13.4

9.2

7.7

1.2

0.6

44.6

37.1

13.0

7.0

4.8

1.0

0.6

46.0

- 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

自社の事業活動で発生する余剰食品を非定期的に提供している

自社の事業活動で発生する余剰食品を定期的に提供している

その他の方法・内容で食品を提供している

賞味期限が近づいた備蓄食品を提供している

フードドライブなどによって消費者から自社に集められた余剰食品を提供している

仕入先から集めた余剰食品を提供している

食品を提供していない

回答率％
【Q12】貴社の食品のフードバンク・子ども食堂などへの食品の寄付の状況としてあてはまるもの

をすべてお答えください。
2023
2024

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



フードバンクへ寄贈した食品費用の損金算入について

24

▍ 「活用している」と回答した企業の割合は2023年から2024年にわずかに増加していますが、依然として少数派で
あることが示されています。

▍ 「活用していない」とする企業が過半数を占め、税制の特例措置が十分に浸透していないことが明らかです。
▍ 「わからない」と回答する企業も一定数存在しており、税制に関する理解不足が寄付活動の妨げとなっている可

能性が示唆されます。

14.9

18.3

42.6

56.2

42.6

25.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2023

2024

【Q13 】フードバンクに寄贈した食品の費用は、全額

を寄付金ではなく、費用とすること（損金参入）がで

きます。この税制での特例措置を活用されています

か。

活用している 活用していない わからない

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査
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４ 日配品の食品ロス削減に関する取り
組み



アンケート調査概要

▍ 調査の目的
– 日配品は、常温加工食品に比べ在庫可能期間が短く、サプライチェーン全体で食
品ロスが発生しやすい。この現状を改善するため、小売事業者の実態や課題を把
握し、今後の施策に役立てることを目的として実施した。

▍ 調査時期
– 令和6年8月27日～9月30日

▍ 配布・回収数
– 配布数:988社（郵送）
– 回収数:163社

▍ 調査内容
– 日配品の売上高と確定発注数量連絡のタイミングについて
– 日配品のロス率（値引、廃棄）について
– 日配品の食品ロス削減の取り組みについて
– 日配品の店頭での欠品率について
– 発注・物流に対する取り組みについて
– 日配品のフードバンクへの提供について
– SDGsに対する取り組みについて

26



定番品の発注における取引先への確定発注数量連絡のタイミング

27

▍ 確定発注数量連絡の中央値は前年同様に「店舗納品の24～36時間未満前」であり、大きな変化は
見られない。

▍ 一方、パンや総菜カテゴリーにおいては「12～24時間未満前」に連絡する企業の割合が前年より
低下し、より遅いタイミングでの連絡を選択する企業が増加している。

▍ これにより、昨年度以上に発注リードタイム延⾧の実施が広まっていることが示唆される。

2023年度はヨーグルト飲料については測定していない。

6.2 0.6 7.7 3.2 8.0 2.6 8.4 3.8 7.0 3.2 6.9 3.2 3.2 6.3 0.0 7.2 2.6 6.1 1.4

33.1
27.6

44.1
35.3

39.1
37.3

41.3
35.3

38.5
30.1

36.8
31.4 32.5 31.7

27.6

39.6
35.1 30.3

23.4

26.2
30.1

18.2
25.0

22.5
23.5

19.6
24.4

23.1
30.1

23.6
29.5 26.8 26.1

31.4

21.6
26.5 22.0

33.3

22.1 28.8
18.2

20.5
18.1

21.6
18.9

21.8
20.3 24.4 21.5 23.7 24.2 23.9

25.0
19.4 20.5

24.2 24.1

12.4 12.8 11.9 16.0 12.3 15.0 11.9 14.7 11.2 12.2 11.1 12.2 13.4 12.0 16.0 12.2 15.2 17.4 17.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024

パン 豆腐、油揚

げ類

練り物加工

品

納豆 牛乳 ヨーグルト ヨーグルト

飲料

洋菓子 魚肉加工品 惣菜

【Q2】各カテゴリーの定番品の取引先への確定発注数量連絡のタイミングに最も近いもの

を１つ回答してください。(N=156)

店舗納品の４８時間以上前

店舗納品の３６－４８時間未満前

店舗納品の２４－３６時間未満前

店舗納品の１２－２４時間未満前

店舗納品の１２時間未満前

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



納品期限の設定状況

28

▍ 納品期限の中央値は、パン・洋菓子・総菜カテゴリーにおいて「製造日の翌日」となっており、
他のカテゴリーでは「製造日の2日後」となっている。

▍ 前年と比較すると、納品期限を短縮する企業の割合は大きく変わらず、納品期限の設定に関して
は安定している傾向が見られる。

2023年度はヨーグルト飲料については測定していない。

10.3 10.9 5.6 5.2 2.2 3.3 2.8 2.6 2.8 1.9 1.4 1.3 1.3 6.4 9.0 1.4 2.0

31.1 31.2

60.0 59.0

47.2 44.5
41.9 41.4 41.5 40.9 40.8 35.7 37.1 32.5 32.9

52.5 47.7

39.9 32.9

44.7 43.3

15.9 17.3

23.2 29.0
26.5 32.2 26.1 30.5 30.3

32.5 29.4
29.9 29.0

22.7 27.7

27.5
31.5

13.6 16.3
8.3 7.1

11.3 8.4
12.5 7.2

11.3 7.1 5.6 6.5 9.1
7.1 7.1

9.9 7.7

7.2 6.0

3.0 1.4
5.5 5.8 12.7 12.9 16.9 15.8 18.3 18.8 20.4 23.4 23.1 29.2 29.7

8.5 7.7
23.9 27.5

7.6 7.8
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80%

90%

100%

2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024

パン 豆腐、油揚

げ類

練り物加工

品

納豆 牛乳 ヨーグルト ヨーグルト

飲料

洋菓子 魚肉加工品 惣菜

【Q5】各カテゴリーの貴社の納品期限（納入を許容する商品鮮度）設定として最も近いもの

を１つ回答してください。

Ｄ＋４（左記よりさらに後でも可）

Ｄ＋３（製造日の３日後）

Ｄ＋２（製造日の２日後）

Ｄ＋１（製造日の翌日）

Ｄ＋０（製造当日）

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



日配品の廃棄ロス率

29

▍ 廃棄ロス率の中央値は、惣菜カテゴリーが最も高く「0.6～0.8％未満」となっており、次いで洋
菓子が「0.4～0.6％未満」となっている。

▍ 前年と比較して全体的な廃棄ロス率に大きな変動は見られず、安定した状況が続いている。

2023年度はヨーグルト飲料については測定していない。
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38.5 39.4 40.0

32.4 36.2
50.7 47.7

58.9 60.6
46.2 46.5 45.5
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2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024 2023 2024

パン 豆腐、油揚げ

類

練り物加工品 納豆 牛乳 ヨーグルト ヨーグルト飲

料

洋菓子 魚肉加工品 惣菜

【Q8】各カテゴリーの廃棄ロス率に最も近いものを１つ回答してください。

３％以上

２－３％未満

１－２％未満

０・８－１％未満

０・６－０・８％未満

０・４－０・６％未満

０・２－０・４％未満

０・２％未満

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



日配品の食品ロス削減の取り組みについて
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▍ 賞味期限延⾧、てまえどり、小幅値引き、見切り品コーナーの設置、自動発注システム導入が有
効施策として挙げられている。

67.5

51.5

44.8

42.3

38.0

36.2

31.3

25.8

23.3

19.6

19.0

19.0

17.8

13.5

6.1

3.7

3.7

1.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

賞味/消費期限の延⾧

消費者に対し商品の「てまえどり」を促す啓発

小幅値引（前日以前の入荷品を小幅に値引きし、日付順に売れやすくすること）

見切り品コーナーの設置

自動発注システムの導入

販売期限の延⾧

訳ありセール（規格外、余剰品の特販／常設・非常設不問）

見切り率決定へのAIの活用

食品ロスに関する消費者啓発（イベント、セミナー開催、食育活動など）

消費者の食品ロス削減意識を促す独自啓発物の展開

値下げ・見切り品の購入を促すための工夫を凝らした独自資材の展開

季節商品の原則予約販売化

農家等で発生する規格外品の活用（商品開発など）

フードドライブを店舗で実施することによる従業員の食品ロス削減意識の啓発

フードシェアリングサービス（売れ残り品を会員客に通知する仕組みなど）の活用

量り売りの導入

上記のいずれもあてはまらない

わからない

回答率

【Q9 】自社の食品ロス削減に有効だと考える取り組みとして、あてはまるものをすべてお選びく

ださい。(N=163)

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



今後の取引先との納品リードタイムについて
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▍ 納品リードタイムの延⾧を検討している企業は全体の約2割を占めており、短縮を検討している
企業よりも多い状況である。

4.7 3.9 4.0 3.9 4.7 4.7 4.7 4.7 4.9 2.6
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【Q13 】欠品率が関係する顧客サービス、店舗オペレーション、食品ロス、納品

トラックドライバー不足などを総合的に考えたときに、今後、取引先からの納品

リードタイムは短くすべきとお考えでしょうか。それとも⾧くすることも検討すべ

きとお考えでしょうか。(N=128)

わからない

短くすることを考えている

どちらかといえば短くすることを考えている

どちらともいえない

どちらかといえば⾧くすることを考えている

⾧くすることを考えている

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



日配品のフードバンクへの提供状況
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▍ フードバンクへの提供状況について、自社の事業活動で発生する余剰食品を定期的に提供してい
る企業は8％にとどまり、67％の企業が未提供であると回答している。前年と比較して、提供状
況に大きな変化はなく、全体的に提供の取り組みが進展していない状況である。
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フードドライブなどによって消費者から自社に集められた余剰食品を提供している

自社の事業活動で発生する余剰食品を非定期的に提供している

自社の事業活動で発生する余剰食品を定期的に提供している

その他の方法・内容で食品を提供している

仕入先から集めた余剰食品を提供している

賞味期限が近づいた備蓄食品を提供している

食品を提供していない

回答率％

【Q15】貴社の日配品のフードバンク・子ども食堂などへの食品の寄付の状況としてあてはまるも

のをすべてお答えください。
2023

2024

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査



フードバンクへ寄贈した食品費用の損金算入について
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▍ フードバンクに寄贈した食品の費用に関する税制の特例措置の活用状況について尋ねた結果、2023年では「活
用している」と回答した割合が2.6%であったのに対し、2024年では3.8%とわずかに増加した。「活用していな
い」と回答した割合は2023年で49.4%、2024年で51.9%とやや増加している。「わからない」と回答した割合は
2023年で48.1%、2024年で44.3%と減少傾向が見られた。
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【Q16】フードバンクに寄贈した食品の費用は、全額を

寄付金ではなく、費用とすること（損金参入）ができ

ます。貴社はこの税制での特例措置を活用されていま

すか。

活用している 活用していない わからない

出所:流通経済研究所（2024）食品ロス削減実態調査


